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要約 

現行の学習指導要領の理念となっている「生きる力」には、「基礎・基本を確実に身に付け、いかに社会が

変化しようと、自ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する

資質や能力」が含まれている。つまり、受動的に学習するだけでなく、子どもたちが自分や社会にとって必要

なことを取捨選択しながら、自ら学んでいこうとする意欲が大事にされている。 

その主体的に問題を解決する能力に関連する研究を調査しまとめることを目的とする。 

本研究では、主体的問題解決能力に関連する研究をまとめ、体育科教育に発展させ、体育の授業において主

体的問題解決能力に育成するプロセスについて検討したい。 

キーワード：体育授業 主体的問題解決能力 学ぶ意欲 学習方略 

1 はじめに 

文部科学白書、教育再生への取組（文部科学省、2007）
によると、これからの子どもたちに求められるのは、

知識や技能に加え、自分で課題を見付け、自ら学び、

自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を

解決する力などの「確かな学力」や、他人を思いやる

心や感動する心などの「豊かな人間性」、たくましく生

きるための「健康・体力」などの「生きる力」を身に

付けること、と記されている。

西嶋ら（2000）は、生きる力の育成の構成要素は、

中央教育審議会答申や学習指導要領における解釈に従

い、主体的問題解決能力の育成、豊かな人間性の育成、

および健康・体力の育成の三要素から構成されると仮

定し、生きる力の育成という新しい教育理念と概念フ

レームワークの立場から、構造方程式モデリング（共

分散構造分析）を適用して、体育における主体的問題

解決能力育成プロセスの因果構造モデルを検証した。

中央教育審議会答申（文部科学省、2016）によると、

次期学習指導要領においては変化の激しい社会を生き

るために必要な力である「生きる力」を、現在とこれ

からの社会の文脈の中で改めて捉え直し、しっかりと

発揮できるようにすることで実現できるものであると

考えられる。言い換えれば、これからの学校教育にお

いては、「生きる力」の現代的な意義を踏まえてより具

体化し、教育課程を通じて確実に育むことが求められ

ている。

 そして「主体的に学びに向かい」「変化の激しい社会

の中でも、感性を豊かに働かせながら、よりよい人生

や社会の在り方を考え、試行錯誤しながら問題を発

見・解決し、新たな価値を創造していくとともに、新

たな問題の発見・解決につなげていくことができるこ

と」という内容は現行学習指導要領でも引き継がれて

いる。旧学習指導要領の理念である「生きる力をはぐ

くむこと」、この理念は現行学習指導要領においても変

わらない。

 保健体育教科は、心と体を一体としてとらえ、健康・

安全や運動についての理解と運動の合理的、計画的な

実践を通して、生涯にわたって豊かなスポーツライフ

を継続する資質や能力を育てるとともに健康の保持増

進のための実践力の育成と体力の向上を図り、明るく

豊かで活力ある生活を営む態度を育てることを目標と

している（文部科学省、2009）。生きる力の構成要素

と保健体育科および体育科の教育内容を比べると、「た

くましく生きるための健康や体力」と「自らを律しつ

つ、他人とともに協調し、他人を思いやる心や感動す

る心など、豊かな人間性」については、身体活動を伴

う保健体育の授業内容と関連が高いと考えられる。「自
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ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断

し、行動し、よりよく問題を解決する資質や能力」つ

まり「主体的問題解決能力」については、保健体育お

よび体育との関連を検証することが必要である。

桜井（1997）は「自ら学ぶ意欲」の発現プロセスを

作成し、「自ら学ぶ意欲」の質問紙法による測定を提案

している。西嶋ら（2000）は、生きる力の育成という

教育理念と概念フレームワークの立場から、構造方程

式モデリングを適用して、中学校保健体育における主

体的問題解決能力育成プロセスの因果構造を検証した。 
川口ら（1999）は、質問紙テストを用いて、保健体

育における中学生の主体的問題解決能力の育成につい

ての研究を報告している。

 しかしながら、中学校の保健体育における研究報告

に続く、高校体育における主体的な問題解決能力育成

プロセスに関する研究は散見されない。

文部科学省が実施している「全国体力・運動能力、

運動習慣等調査」において、1 週間の総運動時間につ

いては、中学校において男女ともに二極化がみられた

（文部科学省、2015）。その生徒たちが高校に進学し

たときに、運動時間が少ない生徒に運動できる時間を

つくることができるのは高校の体育の時間である。授

業研究においては協力が得られやすいこともあって小

学校が多いが、髙橋ほか（2005）が指摘するように、

今後は中学や高校生を対象とした授業研究を積極的に

行っていく必要があり、高校体育において生きる力の

育成の基盤となる主体的な問題解決能力育成プロセス

の要因構造を確認することが必要であると考えられる。

加えて、国立教育政策研究所（2012）は、教育におけ

るエビデンスをつくることのニーズがこの数年で日本

でも認識されてきていると支持している。

 以上のことから、高校体育における主体的問題解決

能力育成プロセスの因果構造について検討することが

必要であると考えられる。

2 文献研究 

2.1 学習指導要領における主体的問題解決能力の動

向 

目次

2.1.1 生きる力の育成の動向 
2.2 主体的問題解決能力の測定に関する研究の動向 
2.2.1 主体的問題解決能力の育成に関する研究 

主体的問題解決能力育成プロセスの

因果構造分析

問題解決に関する研究の概観

2.2.2 内発的意欲に関する研究の動向 
自ら学ぶ意欲

動機づけ研究の変遷

体育における学習意欲喚起の研究

2.2.3 主体的な行動を促すための学習方略研究 
教師のリーダーシップと子どもの学習意欲

達成欲求と原因帰属

学習された無気力（改訂 LH 理論） 
学級風土と学級雰囲気

教師の指導行動

2.2.4 他者受容感に関連する対人関係の研究 
2.3 体育における学習の動機づけと行動についての研

究

体育授業における教授技術、効果的な学習

相互作用技術

体育学習における学習方略

2.1.1 生きる力の育成の動向 

学習指導要領の法的な位置づけについては、学校教

育法はもとよりであるが、国としての関わりを示す文

部科学省設置法等を紐解く必要がある。

・文部科学省設置法（1999（平成 11）年）第 4 条 9
（所掌事務）「初等中等教育の基準の設定に関すること」 
・文部科学省組織令（2000（生成 12）年）第 5 条（９）

（初等中等教育局の所掌事務）「初等中等教育の基準の

設定に関すること（スポーツ庁及び生涯学習政策局の

所掌に属するものを除く）」。

・文部科学省組織令（2000（平成 12）年）第 86 条（24）
（政策課の所掌事務）「学校における体育及び保健教育

の基準の設定に関すること」。

以上のことから、初等中等教育の基準については文

科省が定めること、それを担当するのは初等中等教育

局であること、ただし、体育および保健教育の基準に

ついてはスポーツ庁政策課が担当することがわかる。

 学習指導要領の改訂となると、文部科学大臣が中教

審に諮問することはよく知られていることであるが、

その根拠は文部科学省組織令（2000（平成 12）年）

第 76 条にある。「中央教育審議会」は、「文部科学大

臣の諮問に応じて」、①教育の振興、②生涯学習の推進

を中核とした豊かな人間性を備えた創造的な人材の育

成に関する重要事項を調査審議することとなっている。 
 学習指導要領は、文部科学大臣が中教審の答申を受

けて改訂・公示するが、その根拠は次のようである。

・学校教育法第 33 条「小学校の教育課程に関する事
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項は（中略）文部科学大臣が定める」。

・学校教育法施行規則第 52 条「小学校の教育課程に

ついては、（中略）教育課程の基準として文部科学大臣

が別に公示する小学校学習指導要領によるものとす

る」。

ここでは小学校を示したが、中学校と高等学校につ

いても同様の規定となっている。

前述のような法的な位置づけのもと、ほぼ 10 年ご

とに学習指導要領は改訂されるが、その組織と改訂の

主な流れを見ていく。

 まず文部科学大臣は、国内外の社会状況、学習指導

要領に基づく教育課程の編成・実施上の成果と課題等

を踏まえ、向こう 10 年あるいは 20 年先を見通して児

童生徒にどのような資質や能力を身につけさせればよ

いか、国の教育課程の基準全体の見通しについて検討

するよう中教審に要請する。その際、諮問理由が添え

られる。

 要請を受けた中教審は、初等中等教育分科会内に教

育課程部会を設け、小学校部会、中学校部会といった

ように各校種ごとに教育課程について議論を重ねる。

ここでの議論が、校種ごとに各教科等の専門部会にお

ろされ、より専門的な協議が行われる。体育では、「健

やかな体を育む教育の在り方に関する専門部会」で体

育と保健教育のありようについて慎重に審議がなされ

る。

 しかし、各校種だけで、あるいは各教科等だけで議

論をすると、全体のバランスを欠くため、専門部会の

論点を踏まえて教育課程部会で再度審議される。その

繰り返しをおこないつつ、適時に総会で審議されるの

である。そして、最終的にまとまったものを答申とし

て文部科学大臣に提出する。

2008 年の改訂時には、2005（平成 17）年 2 月に諮

問がなされ、2008（平成 20）年 1 月に答申されてお

り、およそ 3 年を要している。この中教審の審議と並

行しながら学習指導要領の改訂作業は進められ、同時

に学習指導要領「解説」の作成も、協力者会議を立ち

上げおこなわれる。

 各校種部会と各教科等ワーキンググループで検討が

重ねられていく。

 中教審の教育課程部会と専門部会は、それぞれ、原

則、学校現場、教育行政、有識者、職員団体、民間、

地域および保護者で構成されている。各界各層の意見

が集約され、中教審総会の名において文部科学大臣に

答申され、それを反映した学習指導要領が文部科学大

臣の名において改訂・公示される。

中教審等における会議資料としては、おもに以下が

用意される。

・これまでの学習指導要領による教育課程の編成・実

施の成果と課題に関する実施状況調査結果（全国的な

学力調査等の結果も検証の際の重要なデータとなる。） 
・文科省はじめ各都道府県教育委員会等による研究指

定校等の成果と課題

・学習指導要領に基づいた教員の指導状況、児童生徒

の学力（体育においては「技能」「態度」「知識、思考・

判断」）の実現状況の検証結果

 検証にあたっては観点別学習状況の評価、すなわち

「関心・意欲・態度」「思考・判断」「技能」「知識・理

解」の 4 観点から行われる。どのような授業づくりを

したか、児童生徒の学力をどれだけ高めることができ

たかという教員を対象とした評価と、児童生徒自身が

どれだけ学習内容を身につけることができたかを尋ね

る。児童生徒を対象とした評価とが行われる。

・全国の校長会や指導主事の連絡協議会等を通して報

告される日常的な教育活動の成果と課題

・国際的な調査結果

2008（平成 20）年改訂では、経済協力開発機構

（OECD）の PISA 調査結果が報告されている。これ

は、参加国が共同で開発し、2000 年の調査を皮切りに、

3 年ごとのサイクルで実施している義務教育終了段階

にある 15 歳児を対象とする学習到達度調査である。

読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの 3 分

野について、問題解決能力を含めて結果報告がなされ

ている。2012 年は 65 ヶ国・地域が参加している。 
 ちなみに、これらの調査結果から、我が国の児童生

徒について、以下のような指摘がなされていた。

・思考力・判断力・表現力等を問う読解力や記述式問

題、知識・技能を活用する問題に課題

・読解力で成績分布の分散が拡大しており、その背景

には家庭での学習時間などの学習意欲、学習習慣・生

活習慣に課題

・自分への自信の欠如や自らの将来への不安、体力の

低下といった課題

 知識・技能はしっかり身についているが、考える力

が弱い。応用問題には手を付けないで初めからあきら

めている。その要因として、家庭での生活習慣や学習

時間に相関関係があることが指摘された。加えて自信

のなさや体力の低下が懸念されているなどの指摘もあ

った。これらはすべて 2008 年の学習指導要領改訂の

基本的な考え方にしっかり反映されている。

2002（平成 14）年度、完全学校週 5 日制（以下、
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週 5 日制）の実施、新学習指導要領の全面実施におい

て、学力低下論争が激しくなり、学力の低下は新学習

指導要領のいわば「ゆとり教育」にあるとする批判が

マスコミを中心に湧き起った。このため新たな教育理

念であった「生きる力」がどこかへ飛んでしまった感

があり、学習指導要領改訂の趣旨が十分理解されない

こととなった。本来「ゆとりと充実」というべきとこ

ろであった。

中央教育審議会は、1998（平成 10）年の改訂に向

けた第一次答申（1996 年）において、これからの学校

教育の在り方について、「ゆとり」のなかで自ら学び自

ら考える力などの「生きる力」の育成を基本とし、次

のような提言をした。

・教育内容の厳選と基礎・基本の徹底

・一人ひとりの個性を生かす教育の充実

・豊かな人間性とたくましい体を育むための教育の改

善

・横断的・総合的な指導を推進するため「総合的な学

習の時間」を設置すること

・完全学校週 5 日制の導入

などである。この答申で「生きる力」が教育理念とし

て初めて謳われた。

完全学校週 5 日制（以下、週 5 日制）を視野に入れ、

各教科で厳選された基礎的・基本的な知識・技能を「習

得」させ、時間的・精神的な「ゆとり」のなかで既習

の知識・技能を「活用」して思考力・判断力を高め、

さらに教科を越えて横断的・総合的に「探求」してい

くことが改訂の趣旨であった。その「生きる力」とは

何か。具体的に言えば次の 3 つの要素である。 
・いかに社会が変化していこうとも、自分で課題を見

つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し行動して

いくことで、よりよく問題を解決する資質や能力（知）

・自ら律しながらも、他人と共に協調し、他人を思い

やる心や感動する心（徳）

・たくましく生きるための健康や体力（体）

さらに現行の学習指導要領のもとになった 2008（平

成 20）年の中教審答申では、「生きる力」をよりわか

りやすく、端的な言葉で次のように明示した。

・確かな学力（知）

・豊かな心（徳）

・健やかな体（体）

この「生きる力」という教育理念が 2006（平成 18）
年改正の教育基本法に反映された。

改正教育基本法の第 2 条（教育の目標）第 1 項に、

「幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を

養い、豊かな情操と道徳心を培うとともに、健やかな

身体を養うこと」と明記されている。まさに「生きる

力」を育むこと、知・徳・体のバランスのとれた人間

形成が教育の目標であることを謳っている。

 教育基本法に関連して、もう一つ重要なことを指摘

しておきたい。それは「意欲」のことである。教育基

本法第 6 条（学校教育）第 2 項では、教育の目標を達

成する上で、子どもたちの心身の発達に応じて体系的

な教育を組織的に行うことを述べ、「自ら進んで学習に

取り組む意欲を高めること」を重視する旨を謳ってい

る。

2007（平成 19）年改正の学校教育法第 30 条で、初

めて学力の重要な 3要素を以下のように規定している。 
・基礎的な知識・技能

・知識・技能を活用して課題を解決するために必要な

思考力、判断力、表現力など

・主体的に学習に取り組む態度

教育基本法で「自ら進んで学習に取り組む意欲を高

めること」を重視したことを受けて、学校教育法では、

「主体的に学習に取り組む態度」としていると考える

ことができる。

「生きる力」を育むうえできわめて有効な教科、そ

れは体育である。1998（平成 10）年に改訂された学

習指導要領では、「たくましく生きるための健康や体力」

2008（平成 20）年の改訂では「健やかな体」という

言葉で、「体育」に関連する概念が表現されているが、

いずれにしても、教科体育・保健体育科ではそれのみ

を育てていけばよいのかというと、そうではないはず

だ。

体育の授業が、ほかの教科と大きく異なるのは、体

を使って学習活動を展開しながら、技能と知識の習得

を目指していく点である。技能の習得・向上をめざす

なかで、さまざまに考え判断して行動していく重要な

学びのプロセスがある。これが、他教科の座学とは大

きく異なる点である。

体育授業は、単に体力の向上、技能だけを求めてい

るのではなく、すべての教科共通の「確かな学力」「主

体的問題解決能力」の習得・向上を求めているという

ことである。

「主体的な学び」について、中央教育審議会答申（平

成 28 年 12 月）では、次のように示されている。 
「主体的な学び」の視点 とは、学ぶことに興味や関心

を持ち、自己のキャリア形成の方向性と関連付けなが

ら、見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学習活

動を振り返って次につなげる「主体的な学び」が実現
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できているか。子供自身が興味を持って積極的に取り

組むとともに、学習活動を自ら振り返り意味付けたり、

身に付いた資質・能力を自覚したり、共有したりする

ことが重要である。

 以上のように現行学習指導要領でも、継続して主体

的問題解決能力に関連する内容が重視されている。

2.2 主体的問題解決能力に関する研究の動向 

2.2.1 主体的問題解決能力の育成に関する研究 

・中学校体育における主体的問題解決能力育成プロセ

スの因果構造分析

 生きる力の育成という教育理念と概念フレームワー

クの立場から、体育授業において主体的な学習行動を

成立させるためには、どのような要因から学習プロセ

スが構成されるのが望ましいのであろうか。体育授業

において、自分で課題を見つけること、自ら学ぶ意欲

をもつこと、自ら思考すること、主体的に判断するこ

と、主体的に行動すること、主体的に問題を解決する

ことが、系列的、連続的、循環的な流れをもってシス

テマティックに成立するためには、学習に関わるこれ

らの行動要素がどのような関係で成立すればいいので

あろうか。

西嶋ら（2000）によると、主体的な問題解決能力の

育成は、中教審第一次答申、教課審の中間まとめ、保

体審の答申における解釈、および桜井（1997）の内発

的学習意欲の発現プロセスモデルを総合して、体育の

学習に関わる内発的学習意欲（内発的意欲）、体育学習

における主体的な行動力（主体的行動）、体育学習にお

ける達成感、満足感および楽しさ（達成満足）、および

体育学習における他者受容感、自己決定感および自己

効力感などに基づく自己認識（自己認識）の 4 領域か

ら構成される循環的因果構造であると仮説した。

西嶋ら（2000）によると次のように述べられている。 
体育では、身体活動を通して主体的学習行動を取り扱

うことができる。主体的行動は内発的意欲により発現

される。主体的行動の結果得られるものは、楽しさ、

達成感、満足感などである。達成感や満足感から得ら

れるものは、自信、自己効力感などである。これらの

自己認識は、興味や関心のある対象に対する態度を形

成したり、行動を発現するための内発的意欲の原動力

となる。つまり、身体運動課題やスポーツ活動を伴う

体育授業では、内発的意欲の発現に基づき、主体的に

行動し、楽しさや達成満足感を得て、新たな自己を理

解し、再び内発的意欲を発現するという一連の循環過

程から構成されると考えることができる。

 主体的な体育学習における生徒の行動は、まず内発

的意欲・動機をもって学習に臨み、主体的に行動する

ことを通して問題を解決し、学習の達成感・満足感お

よび楽しさを体感し、自己効力感などに支えられた自

信およびクラスメートや教師に対する受容感などから

肯定的な自己認識を得る。それによって再び体育学習

に対する内発的意欲・動機をもつ、という循環性およ

び順序性をもつ過程を繰り返すと考えられる。この学

習プロセスを繰り返すことによって主体的な問題解決

能力が育成されると考えられることから、内発的意欲

→主体的行動→達成満足→自己認識の 4つの領域を要

素とする循環的因果構造を仮説した。

2017 年改訂の学習指導要領における観点別の評価

では、従来の 4 観点から 3 観点に数が変わった。「知

識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体的に学習

に取り組む態度」の 3 つである。 
主体的に取り組む態度と改めて強調されるように、

継続して主体的問題解決能力の研究の必要性は続いて

いる。

・問題解決に関する研究の概観

知識基盤社会における問題解決とはどのようなもの

を指しているか。今日のような知識基盤社会では、知

識の刷新が急速である。従来の知識習得の正確さや速

さを評価することに代わって、キー・コンピテンシー

や 21 世紀型スキルと呼ばれる資質・能力が注目され

ている。例えば、キー・コンピテンシーの定義に強い

影響を与えている。経済協力開発機構（OECD）が進

める PISA（Programme for International Student 
Assessment）調査は、これからの社会に必要な学力と

しての社会的スキル、コミュニケーションスキルや問

題解決スキルなどを取り上げて、知識と技能の獲得状

況を、「読解力（読解リテラシー）」「数学的リテラシー」

「科学的リテラシー」と「問題解決能力」といった枠

組みで測定している。

PISA2015 では「協調的問題解決テスト」が導入さ

れた。

協調的問題解決能力は、2 人以上で解に迫るために

必要な理解と努力を共有し、解にいたるために必要な

知識とスキル、労力を出し合うことによって問題を解

決しようと試みるプロセスに効果的に従事できる能力

である。認知科学における協調過程に関する認知モデ

ルが、教育と評価方法を開発するプロジェクトで具体

化され、国際的な学力テストで実施される段階にいた

っている。

上記は社会一般で必要とされる問題解決について述
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べたが、心理学における問題解決に関する研究をまと

める。

「問題解決」とは、目標を有しながらも何らかの理

由で目標に到達できないでいる状態から目標到達状況

に移行することである。そのために問題（目標）が存

在し、その問題に対する解決の方法が与えられていな

いときに、目標に到達するための手段や方法を見出す

ことが必要となる。

心理学における問題解決に関する研究には、大別し

て 3 つのアプローチがある。第 1 は、刺激と反応の連

合に基づく連合説を背景にした行動主義心理学からの

アプローチである。第 2 は、認知説に属する、洞察と

いう説明概念を取り上げたゲシュタルト心理学からの

アプローチである。第 3は認知科学的なアプローチで、

情報処理的アプローチに端を発する。

・試行錯誤による問題解決

ソーンダイクは、掛け金をはずし、ドアを倒すこと

によって脱出が可能となる問題箱を用いて、ネコの行

動変容を研究した。彼は、問題箱における問題解決過

程を、問題箱という「刺激」と脱出という問題解決を

もたらす「反応」との連合によって説明した。ネコは、

始めのうち偶然に脱出するが、徐々に効率よく脱出で

きるようになった。この場合、問題解決を基本的には

「試行錯誤を通した刺激と反応の連合」と捉える。

・洞察による問題解決

ケーラーは、動物が試行錯誤学習のように次第に誤

反応を減らしながら正反応に到達するのではなく、問

題事態を見通すことにより生じる「洞察」によって目

標に到達可能であることを示した。例えば、チンパン

ジーは、箱や棒がばらばらに置かれた檻の中で、天井

に吊るされたバナナを、試行錯誤を伴わず、箱から棒

といった道具の組み合わせによってとることができた。

ケーラーは、この問題解決行動の観察から、「問題場面

の構造を洞察すること」こそが、問題解決であると考

えた。

・認知心理学における問題解決

問題解決研究における新たな展開は、情報処理モデ

ルを提案し、モデルをコンピュータのプログラムによ

り作成するコンピュータ・シミュレーションや、実験

協力者から得られた言語報告（プロトコル）を分析に

用いることによってもたらされた。代表的な問題が「ハ

ノイの塔パズル」である。

 ニューエルとサイモンは、問題解決を問題の最初の

状態である「初期状態」から、解決にいたった最終状

態の「目標状態」への変換過程として捉えられると考

えた。初期状態から目標状態までのさまざまな「問題

状態」、その変換に用いられる手続き（「操作子」）など

の問題解決者の問題に関する表象は「問題空間」と呼

ばれる。

 研究上の主要な関心は、問題解決者が問題空間でど

のような探索方法（方略）を用いるかである。問題解

決における方略には、「アルゴリズム」(algorithm)と

「ヒューリスティックス」(heuristics)の2つがある。

アルゴリズムは、適切に実行すれば必ず正しい解答に

いたる一連の手続きのことである。それに対して、ヒ

ューリスティックスは、必ずしも正しい解答に到達す

るとは限らないが、うまくいけば解決までの手続きが

比較的簡単な方法のことである。単純なハノイの塔の

問題でさえも、問題空間は大きく、私たちの多くがヒ

ューリスティックスを採用すると考えられる。

人間の日常的な問題解決場面を想定した場合も、ヒ

ューリスティックスを明らかにすることが研究の 1つ

の主眼となる。なぜなら、アルゴリズム方略が現実的

ではないことが容易に予想されるからだ。アルゴリズ

ムの採用には、すべての問題状態を記憶することが必

要になるが、人間の記憶容量には限界がある。また、

問題の初期状態や目標状態、操作子に関する情報が不

完全で、問題解決者が補完しながら解決を行う不明確

な問題も存在する。

 ハノイの塔を使った研究以降、数学や物理などの専

門的な知識を必要とする問題解決や、問題が明確でな

く、目標状態が示されていない問題での問題解決、す

なわち類推による問題解決に関する研究が行われてき

ている。さらに最近では、一人の問題解決者に焦点を

当てるばかりでなく、他者とのコミュニケーションや

「協調的問題解決」(collaborative problem solving)
に関心が向けられている。

近藤によると（2016）問題解決能力の育成は、日本

の学校教育のおいて重要な課題とされている。平成 10
（1998）年改訂の学習指導要領において、「いかに社

会が変化しようと、自分で課題を見つけ、自ら学び、

自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問題を

解決する資質や能力」が重要な要素となる「生きる力」

の育成が提言された。そして平成 20（2008）年改訂

の学習指導要領においても、「生きる力」の一つの要素

である「確かな学力」は「基礎的な知識・技能を習得

し、それらを活用して、自ら考え、判断し、表現する

ことにより、様々な問題に積極的に対応し、解決する

力」と定義されている。さらに文部科学省（2013）「社

会の変化に対する資質や能力を育成する教育課程編成
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の基本原理」において、「21 世紀を生き抜く力」とし

て「思考力」、「基礎力」、「実践力」から構成される「21
世紀型能力」が提案されており、その中核とされる「思

考力」の一つとして「問題解決力」が含まれている。

そこでは「変化の激しい時代には、読み書き計算とい

った基礎的なリテラシーを越えた」、「未知の問題に答

えが出せるような思考力と、教室外の現実の問題も他

者との対話を通して解決できるような実践力」が必要

であり、「『生きる力』がこの 21 世紀を生き抜く力だ

と考えれば、こうした実践的な問題解決能力・発見力

こそが、その根幹を成す」と述べられている。

国内外を問わず現在の学校教育は特定の能力の育成

を重視していると言える。日本で教育目標とされてい

る主な能力概念を挙げる。1996 年：名称「生きる力」

機関・プログラム「文部科学省」、2000 年：名称「リ

テラシー」機関・プログラム「OECD-PISA」、2003
年：名称「人間力」機関・プログラム「内閣府（経済

財政諮問会議）」、2003 年：名称「キーコンピテンシー」

機関・プログラム「OECD-DeSeCo」、2006 年：名称

「社会人基礎力」機関・プログラム「経済産業省」、

2008 年：「就業力」機関・プログラム「文部科学省」、

1999 年：名称「エンプロイヤビリティ」機関・プログ

ラム「日本経営者団体連盟（日経連）」

日本では 1990 年代半ばに『知・徳・体』の発展版

として『生きる力』という概念が登場した。その後に

『人間力』や『社会人基礎力』などの能力が教育目標

として掲げられるようになった。世界的な潮流といえ

るものであり、例えば、イングランドでは『キー・ス

キル』、フィンランドでは『コンピテンス』、オースト

ラリアでは『一般的能力』などが用語として使われて

いる。

PISA では 2015 年からすべてコンピュータベース

となり、その中に協調的問題解決（Collaboratibe 
Problem Solving）という分野が入り協力しながら問

題を解決するように学習者に求めている。

 国際的な教育目標としても、主体的に問題を解決す

る能力は求められている。

2.2.2 内発的意欲に関する研究の動向 

学習意欲や動機づけを取り扱う諸研究の概観 

・自ら学ぶ意欲、内発的学習意欲のみなもと

桜井（1997）によると学習意欲には構造のほかに、

学習意欲が発現するプロセスがある。ここでは学習意

欲に絞って、どのようなプロセスで意欲が具現される

かを図 1 のように示されている。 
以下は学習意欲の心理学（桜井、1997）からの抜粋

図１ 内発的学習意欲の発現プロセス 

－ 183 －



である。まず、内発的な学習意欲を支えているものが

ある。それが有能感（sense of competence）、自己決

定感(sense of self-determination)、他者受容感(sense 
of acceptance by significant others)という 3 つの要

素である。これらの要素を簡単に説明すると、有能感

とは「自分は勉強ができるんだ！」「自分はやろうと思

えば勉強ができるんだ！」という気持ちである。効力

感(sense of self-efficacy)といってもよい。自己決定感

は「自分のことは（好んで）自分で決めているんだ！」

という気持ちであり、他者受容感は「自分は周りの大

切な人から受容されているんだ！」という気持ちであ

る。これらは内発的な学習意欲の源である。

 自分は勉強ができるんだ、あるいは今はできなくて

もやろうと思えばできるんだという気持ちがあれば、

勉強に対して積極的になれる。最初は「自分は勉強が

できない（無能感）から、一生懸命勉強しよう」と思

って勉強を始めた場合でも、その勉強がうまくできる

ようになれば、できたという有能感に支えられてつぎ

の勉強は自発的に進められる。しかし勉強がうまく進

まなかった場合には、無能感が強くなり勉強をしなく

なるであろう。それゆえ、最初は無能感からスタート

した勉強でも、それが自発的に進められるためには安

定した有能感が必要である。

 自己決定感の場合も同様である。たとえば、親に言

われて（他者決定）で仕方なくはじめた勉強がうまく

いかないときには、「やっぱりやらなければよかった！」

というような後悔の気持ちが強くなるだろう。「二度と

勉強なんかしてやるものか」と親に食ってかかる子ど

もも多いだろう。このパターンが繰り返されると、他

者の勧めで勉強することはなくなってしまう。

しかし、他者決定されて仕方なしに始めた勉強でも、

それがうまくいった場合には、「ぼくにもできるんだ！

やっぱりはじめてよかった」という感謝の気持ちが生

じるであろう。そうなればしめたもので、「つぎはこの

勉強でもしてみようか」と自己決定的（自発的）に勉

強するようになるだろう。他者決定で始められた勉強

でも、それがうまく進めば自己決定感が勉強を支える

ことになるのである。

・他者受容感の特殊性

有能感や自己決定感とは異なり、例えば、教師から

の受容感がない場合、教師から受容されているという

気持ちがなくても、勉強で良い点さえ取ればもっと積

極的に勉強してみようという気持ちは生じるように思

う。ただ、教師から十分な承認が得られなければ、よ

くできたという実感は湧いてこないであろう。このよ

うな場合には、教師からの受容感が重要となる。受容

感があれば、ほんとうにうれしいという感情が子ども

に喚起される。

 他者受容感は、内発的な学習意欲の源として学問的

には有能感や自己決定感よりも遅く認められた。した

がって、他者受容感についての研究はこれからである

ともいえる。私は、子どもたちに「安心して勉強でき

る場」を提供する要素であると考えている。周りの人

から受容されていればこそ、びくびくせず安心して勉

強ができる。自分を見守ってくれる人がいれば、例え

ば勉強につまずいてもう一度やり直してみようという

気持ちになれる。有能感や自己決定感を子どもたちに

形成するためにも、他者受容感は重要な要素である。

 こういった意味で、他者受容感は有能感や自己決定

感と同じく内発的な学習意欲の源であるが、その役割

は異なるのである。3 つの要素のなかではもっとも大

切な要素であると感じている。デシとライアン(Deci 
＆ Ryan)は他者受容感のことを関係性(relatedness)
と呼んでいる。

・内発的な学習行動

有能感と自己決定感という 2 つの源に支えられて、

外界へ積極的に働きかけていく。その現れが学習行動

である。知的好奇心(curiosity)、達成(mastery)、挑

戦(challenge)という行動傾向がそれである。知的好奇

心とは「いろいろなものに興味をもち、興味をもった

ことに関連する情報を集める行動傾向」である。達成

とは「最後まで自分の力でやり抜こうとする行動傾向」、

挑戦とは「自分が現在できる課題よりも少しむずかし

い課題に挑戦しようとする行動傾向」である。

 内発的な学習意欲があれば、いろいろなものに興味

がもて、しかも興味をもったことについて関連する情

報を集める。他者に言われて仕方なくする勉強ではこ

うはいかない。また、よい成績をとるためにする勉強

であっても、いろいろなものに興味をもつ必要はなく、

ただ与えられたものをうまく処理さえすればよいので

ある。関連する情報を集めてみても何の足しにもなら

ない。こういった意味で、知的好奇心とはまさに内発

的な学習意欲の現れなのである。

 独力で達成しようとする行動も内発的に勉強に取り

組んでいるからこそ生まれるものである。他者から勉

強をやらされている場合には、つらくなれば勉強を放

棄してしまうであろう。また、よい成績をとることが

目標であれば、努力せずに教師に答えをたずねたり、

ヒントをみて回答することが多いであろう。しかし、

達成行動傾向は他者からの援助を拒否するようなこと
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を意味するものではない。できるだけ自分の力でトラ

イすることを意味している。自分の力ではいかんとも

しがたい問題であれば、友だちや教師や親に援助を求

めることが適切である。要は安易に他者に頼らないと

いうことである。

 挑戦行動も内発性の現れである。もし他者にプッシ

ュされてしている勉強であれば、むずかしい問題には

挑戦しない。また、勉強がよい成績をとるための手段

になっている場合にも、良い成績と関係がないことで

は挑戦しようとしないであろう。

・楽しいという感情体験

このように知的好奇心、達成、挑戦といった 3 つの

行動傾向は、明らかに有能感と自己決定感に支えられ

た内発的な学習意欲の現れである。そして、こういっ

た行動傾向に支えられて、わたしたちは「学ぶことが

楽しい」「学ぶことは素晴らしい」「やっと解けた」と

いうようなプラスの感情経験をもつのである。これが

意欲発現の最高到達点である。この感情が有能感・自

己決定感・他者受容感といった意欲の源、さらには知

的好奇心・達成・挑戦といった行動傾向にフィードバ

ックされる。

・プロセスモデルの一般化

外発的な学習意欲は自己決定感がおもに欠けている

場合であり、知的好奇心、達成、挑戦といった行動は

少なく、むしろ他者依存的な行動が多くみられるであ

ろう。他者に頼って問題を解決し、よい成績をとるた

め以外には問題に挑戦しようとせず、問題がうまく解

けなくても図書館などで調べることはないのである。

その結果、学ぶことが楽しいとは感じられないのであ

る。

 一方、無気力の場合には、有能感がおもに欠けてい

る場合である。有能感がないのであるから、当然、自

己決定感もない。したがって、学習行動はほとんど怒

らないと言える。このように考えると内発的な学習意

欲のプロセスモデルは一般的な学習意欲のモデルとし

ても有効であると思う。

・体育における学習意欲の喚起に関する研究

期待・感情モデルによる体育における学習意欲の喚

起に関する研究（西田保、2004）を参考にすると以下

の内容が記述されている。

体育における学習意欲の概念とその意義

・体育のおける学習意欲の概念

学校教育においては、児童・生徒をいかに積極的に学

習活動へ参加させるのかという問題が長年の重要な研

究テーマであった。その背景には、意欲的に学習活動

に取り組んだ場合の学習の効率化、教師や友人との人

間関係、協調性、社会性の健全な発達などが期待され

ているからであろう。児童・生徒の自主性や積極性が

叫ばれて久しいが、このような歴史的経緯からみても、

学習意欲の問題は教育者にとって最も重要な関心事と

いっても過言ではない。また、高齢化、情報化、国際

化を控えた 21 世紀の社会に適応していくためには、

生涯を通じて主体的に学び続ける意欲や能力を備えた

人間の育成が求められている。

 このような考え方は、体育という教科学習において

も例外ではなく、各種の運動に自発的・積極的に取り

組み、身体運動にかかわる学習活動を一定の卓越した

水準まで到達させようとする児童・生徒の意欲が重要

である。「学校体育」や「体育科教育」などの雑誌の中

に、「学習意欲を引き出す授業づくり」「学習意欲を高

める体育の授業」と題した特集が数多く組まれている

ことから判断しても、子どもたちの学習意欲に関する

問題は体育指導者の重要な課題である。

 ところで、「学習意欲を高める」とか「学習意欲を育

てる」といった教育課題を達成するためには、まず最

初に学習意欲とは何かについて明確にしておく必要が

ある。それが明確にならない限り、学習意欲を育てる

具体的な方策も確立されないからである。

 さて本項では、体育における学習意欲の概念を明ら

かにすることになるが、その前に、我々が日常的によ

く使っている意欲あるいは学習意欲という用語につい

て考えてみることにする。いずれの言葉も、子どもた

ちの教育に関連してよく用いられる日常用語あるいは

教育用語であるが、学術用語としては明確に概念規定

されたものではない。

意欲に関するこれまでの定義や解説の中でいくつか

をあげてみると、西田保（2004）によると「意欲とは、

積極的に何かをしようと思う気持ち、種々の動機の中

からある 1つを選択してこれを目標とする能動的意思

活動である」、「意欲とは、意思によって方向づけられ

た欲求であり、意思と欲求という 2 つの心の働きをい

う。単なる欲求とは違って、意思の働きをともなうの

が意欲である」、「意欲とは行動の原動力として、人間

を内部から動かすエネルギーであり、それには、意思

と欲求の２つの側面が含まれる」、「意欲とは、ある目

標の方向に行動を起こさせ、その実現に努力させる心

の働き。ある意図を持ち、この意図の実現までやりぬ

こうとする意志的活動への積極的な構えをいう」、「意

欲の中には、次の３つのキーとなる概念が含まれてい

る。能動性（積極性）、内発性、価値志向性である」な
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どとされている。

 また、学習意欲については、「自発的に学習活動を展

開し遂行しようと意欲すること」、「教科の目標から要

請される課題を学習者自身が自己の目標として選択し、

その達成のために行動を引き起こし、種々の障壁があ

るにもかかわらず、あえてそれを持続させようとする

動機の状態」、「意欲の一種であって、学習すべき課題

について学習活動を行うようにかりたてるものであり、

それは学習したいという欲求と学習しようという意思

が合体したものであると考えられる。したがって、学

習意欲とは、興味や欲望を充足させようとする欲求と、

一定の学習目標に到達しようとする意志に基づいて、

学習活動へとかりたてる内的な動機である」「学習意欲

とは、種々の動機の中から学習への動機を選択してこ

れを目標とする能動的意思活動を起こさせるものであ

る」、「学習意欲は、自然発生的なものではなく、あく

までも学習というきわめて目的意識的、課題遂行的、

問題探究的な活動に対する意欲であり、したがって価

値的内容を含んでいる」などといった定義や解説がな

されている。

 これらの定義を概覧すると、かなり広義な意味に解

釈しているものからある程度限定されたものまで多様

に及んでいることがわかる。その背景には、意欲や学

習意欲を実際の活動場面に見られる行動としてとらえ

るのか、それとも行動を喚起させる動機として把握す

るのか、その場合の動機は内発的なのかあるいは外発

的な動機も含めるのか、学習を教科学習に限定するの

かなどといった考え方が存在しているからであろう。

しかしながら、従来のこのような定義や概説に共通

する考え方として、以下の諸点をあげることができる。 
意欲には「意思」と「欲求」という２つの心の働きが

ある。例えば、「～したい」という欲求だけでなく、「～

しよう」「～する」といった意思の働きも含まれている。 
学習意欲とは「学習」へ志向された「意欲」である。

この場合の学習とは、一般的には教科学習を指してい

る。体育の場合には、体育の授業中に展開される学習

を意味することになる。

学習意欲が持つ性格として、①内発性、②積極性、

③意思性、④価値志向性があげられる。 

意欲や学習意欲の顕在化された行動として、①目標

設定、②計画性、③手段的活動、④集中、⑤挑戦、⑥

困難の克服、⑦持続性などが考えられる。 

このような意欲あるいは学習意欲の意味からすると、

本節で問題とする体育における学習意欲は、体育学習

へ志向された意欲であると考えることができる。しか

しながら、これだけでは十分な定義とはいえない。さ

らに詳しく概念化していくためには、学術用語を用い

て定義化していく必要があろう。

日常用語である意欲や学習意欲の意味に最も近い言

葉は、心理学用語としての「達成動機づけ」であると

考えることができる。達成動機づけであり、達成志向

場面において成功することを求め、失敗することを避

けようとする行動を説明する概念である。達成動機づ

けに関する従来の研究や理論によると、達成動機づけ

による一般的な行動特徴として、①目標や課題を達成

するために積極的に努力する、②目標達成に有効な方

法や情報に敏感である。③自己の遂行結果について積

極的な関心や態度を示す、④目標達成に対して持続的

図２ 学習意欲の構造（下山、1980） 
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な遂行行動をとる。⑤自主性や自律的傾向が強い、⑥

努力すれば達成可能な目標や課題を好む、⑦到達すべ

き将来の目標に対して長期的な展望を持つなどといっ

た傾向が認められており、意欲あるいは学習意欲の概

念にかなり近いと考えられる。

このような達成動機づけを中核とする考え方は、日

常用語である「学習意欲」「スポーツにおける競技意欲」

「やる気」などに関するいくつかの研究においても認

められている。例えば、下山（1980）は、学習意欲は

内発的動機づけとより強く関連し、特に達成動機づけ

の概念でかなりの部分を説明できると考えている。そ

して、図 2 に示すような学習意欲の構造を提起した。

それによると、意欲は種々の要因がある構造をなした

ものであると考えられ、学習意欲の基礎的な要素とし

て達成動機、自己実現動機、自主性、自己概念などの

動機やパーソナリティーの要因があり、それに興味や

価値意識などの情意的および知性的側面が学習意欲を

方向づける要因として関与し、具体的な意欲的行動を

誘発していくとされている。これとほぼ同様な考え方

は、スポーツ競技における意欲を構造化した松田ら

（1981）の研究においても認められている。ここでも、

スポーツ選手の競技に対する意欲が、達成動機づけの

立場で捉えられている。また、日常的に使われている

「やる気」ということばの発現機序を検討した西田

（1980）は、やる気を価値目標に対して自発的・積極

的に遂行しようとする意欲であると考えて、やる気に

関連する要因を個人が持つ比較的恒常的な特性的要因

（達成動機、失敗回避動機、原因帰属、自己概念など）

と、その場の状況に依存した比較的一時的な状況的要

因（成功・失敗体験、達成目標の明確化、結果の知識、

環境の整備など）とに分類して、やる気の構造を把握

しようとした。そして、これらの要因が、やる気の喚

起→行動としての表出→達成目標の獲得といった、一

連のプロセスをとって発現されるためには、個人の達

成目標に対する価値観が重要であることを強調してい

る。図 3 には、それらの関係が示されている。 
 以上の論説や研究は、学習意欲（体育における学習

意欲を含む）ということばを、達成動機づけの立場か

ら説明することが十分可能であることを示唆するもの

である。

 そこで、先述した意欲や学習意欲の概念を考慮した

うえで、「体育における学習意欲とは、体育における学

習活動を自発的・積極的に推進させ、それらの学習を

一定の卓越した水準にまで到達させようとする内発的

動機づけである」と暫定的に定義し、達成動機づけの

立場から用語の概念化を試みようとしたわけである。

 さて、達成動機づけは、一般的な達成傾向を意味す

るものであり、その強さはある特定の領域や状況で共

通に発揮されることが前提とされている。しかしなが

ら、先述したように、体育における学習意欲を体育学

習へ志向された意欲であると考えるならば、一般的な

傾向としての達成動機づけが体育の学習に方向づけら

れることが必要になってくる。換言するならば、達成

動機（あるいは達成動機づけ）が何らかの要因によっ

図３ やる気の発現機序と達成目標との関係（西田、1980） 
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て体育学習に方向づけられたものが体育における学習

意欲であると考えることができる。このような考え方

は、学習意欲あるいはやる気を構造としてとらえた先

述の下山（1980）や西田（1980）の見解と一致してい

る。そこで、図 2および図 3に示した彼らの考え方と、

従来の達成動機づけに関する研究、特に Atkinson の

達成動機づけ理論を参考にしながら、体育における学

習意欲を図 4 のようにとらえることにした。 
図 4 によれば、まず、体育における学習意欲の基礎

的かつ中核的な要因として、達成動機づけが位置づけ

られる。これは先述した理由からである。そして、

Atkinson の達成動機づけ理論に依拠して、達成動機づ

けの構成要素として、達成動機（motive to achieve 
success）および失敗回避動機(motive to avoid 
failure)の 2 つの動機を取り上げることにした。彼に

よれば、達成動機づけの強さは、これら両動機の相対

的な強さで決定されると言われている。図 2 に示した

下山（1980）による学習意欲の構造図では、達成動機

だけ挙げられていたが、本研究では学習意欲のネガテ

ィブな側面（失敗回避動機）も合わせて取り上げるこ

とにした。そうすることによって、体育における学習

意欲のプラスとマイナスの両側面をとらえることがで

き、学習意欲の診断においても多面的に把握できるも

のと考えられる。

 次に、この達成動機づけが体育学習へ方向づけられ

て体育における学習意欲が生起すると仮定する。一般

的な達成動機づけを体育学習へ方向づける要因には、

体育学習への興味や知的好奇心のような情緒的要因、

体育学習に対する価値観、必要性、目的意識などの価

値的要因、運動能力の自己評価といった認知的要因、

さらには、過去における成功や失敗などの経験的要因

などをあげることができる。換言すれば、これらの要

因が一般的な達成動機づけを体育学習に志向させると

考えるわけである。

 こうして生起した体育における学習意欲は、達成傾

向と不安傾向の 2側面を有すると考えられる。これは、

先述した Atkinson の達成動機づけ理論に依拠した考

え方である。それぞれの傾向は、達成動機および失敗

回避動機から派生したものであるが、体育における学

習意欲の生起によって表出されるさまざまな行動は、

基本的にはこれら 2つの傾向が合成された結果である

と考えられる。すなわち、達成傾向が不安傾向よりも

強ければ学習目標や課題に積極的に取り組んでいくが、

逆に不安傾向の方が強い場合には学習課題を遂行して

いく中で緊張や不安を感じることになるであろう。学

習意欲を高めると言った現職教師の教育目標としては、

ここでいう達成傾向を高め不安傾向を軽減することに

なる。

図４ 体育における学習意欲の概念図（西田、2004） 
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 体育における学習意欲によって喚起される行動特徴

としては、「意欲的に学習する」「適切な目標を設定す

る」「学習方法を工夫する」「いろんなことに挑戦する」

「学習に伴う困難を克服する」といった消極的な面か

ら「失敗を恐れる」「緊張してしまう」などの体育学習

からの回避を意味する内容まで考えられる。

 このような学習行動に対してなんらかの結果が生ま

れる。学習目標の達成、運動技能の向上、成功や失敗

などである。そして、それらの結果に対して、原因を

究明したり新たな目標を設定するといった自己評価を

行うであろう。そして、そのような原因帰属や評価の

仕方が体育学習への方向づけ要因に作用したり、また

ある場合には、表出された行動へ影響して循環的な関

係を示すことになる。さらに、冷静さ、素直さ、知的

能力、学習規範などの要因が、表出された行動や学習

結果の評価に関係してくることも十分考えられる。

 このように、体育における学習意欲は、さまざまな

要因によって構造化されたものであると考えることが

できる。図 4 に示されたそれぞれの要因は、①運動や

スポーツ場面での意欲およびやる気を測定したり構成

する要因、②体育教師および生徒の自由記述からみた

体育学習における意欲の構造、③達成動機づけの概念

および構成因子、④達成動機づけを測定する際に取り

上げられた変数や要因、⑤達成動機づけによる行動特

徴などの研究を検討し、それぞれのエッセンスを 1 枚

のカードに記入し、意味のうえで無理なくまとめられ

るものだけを集めるという点に注意をおいた KJ 法を

手掛かりとして分類したものである。したがって、図

4 に示された本研究の体育における学習意欲は、研究

者、指導者、指導を受ける立場としての児童・生徒と

いった 3 者の立場を反映し、また、運動やスポーツか

ら心理学の領域に至るまでの幅広い視点に立って把握

されていると考えられる。

2.2.3 主体的な行動を促すための学習方略研究 

・教師のリーダーシップと子どもの学習意欲

杉原・桜井（1987）は内発的な学習意欲が教師の適

切なリーダーシップ（指導性）によって培われると考

え、小学生を対象に実証的な検討をした。仮説はこう

である。教師が子どもたちの自主的な学習活動を援助

するようなリーダーシップをとるならば、子どもたち

は自発的に学習活動ができ、その活動から得られる有

能感や自己決定感によって内発的な学習意欲も高まる

のではないか。研究結果は仮説を支持した。

デシらの研究でも同じことが確かめられている。子

どもの学習活動を教師自らの力でコントロールしよう

とするのではなく、できるだけ子どもの自主性に任せ、

子どもの学習活動を援助する教師のリーダーシップが

望まれるのである。新任の教師にとっては、クラスの

子どもたちを自分の力で自由に動かせることが理想で

あるという。しかし、もともと子どもは教師の思うよ

うにはならないものである。無理に動かそうとするか

ら問題が生じるのである。「子どもは自由にならない」

という覚悟のもとに、少しでもこちらの言うことに耳

を傾けてくれたらよしとしたい。このような気持ちで

学級経営に望むと結構うまくいくのではないだろうか。 
・上手な励まし方

私たちは子どもの学習意欲を高めるために「賞罰」

をよく使う。ここでは「賞」に属する「激励」（はげま

し）について詳しく見ていきたい。励ますという行為

はいくら励ます側が励ましたと思っても、励まされる

側に元気がでなければ励ましたことにはならない。そ

こで、励ました相手に元気がでるような励まし方が重

要になる。教師は子どもをほめれば励ましたと思いが

ちであるが、励ますことはそんなに単純ではない。本

当は大変難しい行為なのである。

 我々は周りの教師が学業成績の悪かった子どもに対

して、「もっと頑張りなさい」と激励する姿をよく見る。

しかし、よく考えてみると、もし自分に能力がなかっ

たら努力しても無駄ではないのか。能力がないのに、

いくら努力しても期待する効果は得られないのではな

いのか。「努力」を大切にするあまり、それに頼りすぎ

ているように思う。そして、本当は心の奥底で自分の

能力の有無にこだわっている。

「ほんとうは頭がいいのだから、もっと努力してごら

ん」とか「本当は能力があるのだから、がんばればよ

い点が取れるよ」というような潜在的な能力のあるこ

とを理由として激励する方が、単に努力を促すだけの

激励よりも効果的ではないのだろうか。この方法が長

い間効果をもつことは望めないかもしれないが、最初

のころは有効であると考えた。そこで、桜井（1991）
は小学生、中学生、大学生を対象にして、教師から「努

力不足だから努力しなさい」と激励（努力不足を理由

とする激励）される場合と、「本当は頭がいいのだから

努力しない」と激励（潜在的な能力を理由とする激励）

される場合とで、どちらの方が学習意欲や教師への好

意度が高まるかを調査した。実際の教師を対象とする

研究は不可能であるため、質問紙に書かれたシナリオ

を読みそういった場面を想定してもらい、調査を行っ

た。その結果、小学生でも中学生でも大学生でも、潜
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在的な能力を理由に激励される方が学習意欲も教師へ

の好意度も高まることが示された。とくに、教師に対

する好意度は抜群に高かった。

これは 2 つの激励方法を比較した研究であり、努力

不足を理由とする激励に効果がないといっているので

はない。2 つの激励方法を比べてみると、潜在的な能

力を理由とする激励の方が学習意欲や教師への好意度

という点で優れていたといっているのである。また、

これはあくまでも調査の結果であり、実際の教室場面

ではどの程度の効果を発揮するのかはわからない。こ

れからの課題である。しかし、これまでのように努力

一辺倒の激励のほかに、学習意欲を高め元気がでるよ

うな激励の仕方があることを示した点では評価できる

と考えている。

・達成欲求と原因帰属

学習意欲と関連する欲求として「達成欲求（達成動

機）」がある。これは社会的欲求の 1 つで、優れた水

準で物事を成し遂げようとする欲求である。子どもの

場合には、おもに学業達成場面に適用して、優れた学

業成績をあげようとする欲求（動機）として研究が行

われてきた。

ワイナーほかは、学業達成場面における達成欲求（動

機）と「原因帰属」(causal attribution)との関連を分

析した。原因帰属とは、物事の成功・失敗の原因を何

かに求める（帰属する）ことである。例えば、数学の

テストで悪い点を取ったとき（失敗事態）に、その原

因を、数学教師の教え方が悪かったことや、当該テス

トのためにしっかりテスト勉強しなかったことに求め

るようなことをいう。ワイナーらは、このような原因

帰属を達成動機づけのプロセスに導入し、子どもの学

業達成行動をよりよく予測しようと試みた。その結果

以下のようなことが明らかになった（桜井、1997）。 
 学習場面における失敗の原因を努力不足に帰属しや

すい子供は達成欲求を低下させることは少ないが、自

分の能力不足に帰属しやすい子どもは達成欲求を低下

させてしまうということ、さらに、成功した場合でも、

その原因を自分の努力や能力に帰属しやすい子供は達

成欲求を高めるが、問題が簡単であったとか運がよか

ったと帰属しやすい子どもは達成欲求を低めてしまう

こと、である。能力帰属は“諸刃の剣”のような働き

をするため、留意する必要があろう。

 こういったアメリカでの研究から、一般に子どもが

学業達成場面で失敗した場合には、努力不足に原因を

帰属させれば達成欲求を高めることができると考えら

れてきた。しかし、我が国の実情をみると、失敗を努

力不足に帰属しやすい子どもでも達成欲求が低く、あ

る場合には無気力に陥っているケースもあるという。

 我が国の子どもの場合には、努力が大切であること

は理解していても実際の学習場面ではどのように努力

すればよいかがわからなく、達成欲求が低かったり無

気力であったりするケースが多いように思われる。問

題は「どう勉強したらよいか、勉強の方法がわからな

い」ために努力ができない状況にあることだと言える。

もちろん、我が国でも失敗を努力不足に帰属させて達

成欲求を回復できるケースもある。いずれにせよ、子

どもの学習状況をよく観察・理解し、その子どもがう

まく努力できるようにサポートすることが肝要である。 
・学習された無気力

セリグマンらは、回避不可能な状況で電気ショック

を与えられ続けたイヌが無気力状態に陥ってしまい、

その後の回避や逃避の訓練で成績の悪いことを発見し

た。彼らはこのような無気力な状態を「学習性無力感」

(learned helplessness:略して LH という)と呼び、こ

れはイヌが自らの行動ではその事態をコントロールで

きないことを学習したからであると解釈した（LH 理

論）。しかしその後、人間を対象とした研究により、当

該事態をコントロールできないという認知だけでは必

ずしも LH 状態にはならないことが明らかになり、エ

イブラムソンらは、原因帰属の考えを導入してより包

括的な説明を試みた。この説明は「改訂 LH 理論」と

呼ばれる。

改訂 LH 理論では、自分がコントロールできない嫌

な事態（失敗事態）の原因を、①内的・外的要因（自

分の中にあるのか、それとも周囲の人や環境にあるの

か）のうちの内的要因に、②安定的・変動的要因（将

来においても続くのか、それとも将来はなくなるのか）

のうちの安定的要因に、③特殊的・一般的要因（当該

事態に限られるのか、それとも他の事態にも影響する

のか）のうちの一般的要因に帰属するほど、LH 状態

が生じやすいとの仮説を示している。そして、内的要

因への帰属は自尊心の低下をもたらし、安定的要因へ

の帰属は無気力の慢性化をもたらし、一般的要因への

帰属は無気力の一般化をもたらすものと予測している。

例えば、子どもが英語のテストで悪い成績をとった原

因を自分の一般的な能力不足（内的、安定的、一般的

な要因）に帰属すれば（帰属する傾向が強ければ）、自

尊心が低下し無気力状態となり、その無気力状態は長

く続き、しかもどんな場面でも無気力状態である可能

性が高まると予想するのである。

このような改訂 LH 理論は、人間の反応性うつ病（周
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期性がなく、身内の死のような何らかの外的事象によ

って引き起こされるうつ症状）のモデルと考えられて

いる。近年、改訂 LH 理論を精緻化し、抑うつの「素

因-ストレスモデル（原因帰属傾向を素因と捉え、スト

レスとの交互作用によって抑うつを予測するモデル）」

や失敗事態の安定的・一般的要因への帰属によってお

もにもたらされる「絶望感」(hopelessness)などを重

要視した「絶望感理論」も提唱されている。

・学級風土と学級雰囲気

教室文化に関して、心理学研究ではどのような検証

がなされてきたかを見ていく。

教室文化にまつわる心理学用語に「学級風土

（classroom climate）」と「学級雰囲気(classroom 
atmosphere)」がある。この両者は区別されることな

く、同じものとして用いられることも多い（三島・宇

野、2004）。 
根本（1987）は、学級集団の社会的風土（classroom 

social climate）を「学級集団成員の学級における一定

程度持続的な感情、態度ないし行動の学級集団全体と

しての傾向のこと」と定義している。一方で、学級集

団雰囲気(classroom atmosphere)については、「通常、

大多数の学級集団成員の感情、態度、行動傾向などか

ら成員ないし外部者が受ける学級集団全体についての

概括的な印象のこと」とし、異なる構成概念として定

義づけしている。このような区別が可能であるとする

と、学級風土は、学級集団過程の個性的特徴における

外顕的（overt）側面を表し、学級雰囲気の方は、内潜

的（covert）あるいは評価的側面を表している（塚本、

1998）とみることができる。 
伊藤と宇佐美（2017）は、過去の学級風土の質問紙

（伊藤・松井、2001）を元に作成を試みた。組織風土

の 3 領域にあたる「関係性」「個人発達と目標志向」「組

織の維持と変化」をもとに構成されており、有益なア

セスメントツールとなるものである。

・教師の指導行動

学級風土や学級雰囲気はどのように作り上げられる

だろうか。地域、学校、学級の物理的環境、そして、

組織的なあり方、子どもと教師のパーソナリティに基

づく人間関係のあり方など、多様な要因が想定される。

こうした様々な要因の中でも、とりわけ教師の指導行

動はかなり大きな影響力をもつことが考えられる（塚

本、1998）。 
弓削（2012）は、従来の教育心理学研究や社会心理

学研究の知見をふまえたうえで、教育実践の目的や機

能にダイレクトに結びつけることを意図して、小学校

教師を対象に研究を行っている。図 5 にあるように、

「ひきあげる」と「養う」の 2 つの機能に集約される

教師の指導行動を具体的に明らかにし、整理している。

「ひきあげる」とは、社会が要請する課題に応じて児

童生徒の知識や技能といった資源を成長、促進させる

働きをさし、一方の「養う」とは、児童生徒のそれぞ

れがもっている資源、パーソナリティ、気持ちやニー

ズに配慮し、クラス内の人間関係を形成し維持する働

きを指す。

図５ 教師による２つの機能の指導行動 
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「ひきあげる」機能と「養う」機能は、2 つの矛盾

する異なる方向への働きかけであり、対立するものと

して捉えられるかもしない。しかしながら現実の教育

実践の中では、2 つの機能を統合する形で指導行動が

とられており、相互に促進しあうような試みが教師に

よってなされている。

2.2.4 他者受容感に関連する対人関係に関する研究 

友人関係場面での原因帰属

櫻井（2009）によると、改訂 LH 理論とワイナーら

の達成動機づけの原因帰属理論をまとめ、さらに独自

の視点を取り入れて図 6に示したようなモデルを作っ

た。

このモデルは、まず人間が対人的なかかわりのなか

でどのような個性（社会的特性）を形成したかが、学

習場面での目標設定に大きな影響を与えると考えられ

た。学習目標と熟達目標（mastery goal）と成績

(performance goal)である。簡単に言えば、熟達目標

とは自分が努力し新しいことを学習することに価値を

置く目標であり、成績目標とはよい成績をとり周りの

人から能力の高いことを認められることに価値を置く

目標である。成績目標の場合には、少ない努力でよい

成績を生み出し、能力の高いことを示すことが重要に

なる。

 社会的特性には、自分が周りの人からどう思われて

いるかが気になる「公的自己意識」 (public 
self-consciousness)、周りの人から否定的な評価をさ

れるのではないかと気をもむ「（否定的）評価懸念」

（fear of negative evaluation）、大切な他者から受容

されていると思う「他者受容感」(perceived social 
acceptance or acceptance by significant others)、周

りの人から支援されていると思う「ソーシャルサポー

ト」(Social support)を考えた。そして、公的自己意

識と評価懸念はどちらも周りの人の思惑を気にする特

性であるので、こういった特性の強い人はよい成績を

とって周りの人に自分の能力の高いことを認めてもら

いたいとする成績目標をもつであろうと予測した。一

方、他者受容感とソーシャルサポートの強い人は周り

の人の思惑に頓着せず自由に伸び伸びと生活できるの

で、自分が学習し成長することに価値を置く熟達目標

をもつであろうと予測した。

 そして、成績目標の強い人は学業達成場面での失敗

を能力不足に帰属し、熟達目標の強い人は同場面での

失敗を努力不足に帰属すると考えた。成績目標をもつ

人は能力の高いことを証明しようとしているのである

から、いつも能力のことにこだわり、学業達成場面で

の失敗も能力不足に結びつけやすい。最初はそれを認

めたくなくても、いずれは能力不足に帰属するしかな

くなる。熟達目標をもつ人は努力が大切なのであるか

ら、努力不足に帰属することが予測される。

そして、こういった原因帰属が無気力に影響すると

考えた。この過程は改訂 LH 理論と同じである。しか

し、具体的な原因帰属要因を重視した（能力と努力を

取り上げた）点では、ワイナーの原因帰属理論に従っ

ていると言えよう。失敗を能力不足に帰属すると無気

力が生じ、努力不足に帰属すると無気力が抑制される

のである。

図６ 無気力発生の新しいモデル 
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学習目標を取り上げた都合で、原因帰属は学業達成

場面に限ってしまった。社会的な特性は友人関係や教

師-子ども関係にも影響を及ぼすことは当然である。し

たがって、このモデルは完全ではなく、これから徐々

に改善していく必要がある。ただ、子どもを対象にし

て考えると、どういった人間関係の中で生活している

かが、その子の社会的特性に影響を与え、それがいく

つかの過程を経てその子の無気力のありかたに影響す

るということを示している点で、有意義である。我が

国の子どもたちは、公的自己意識や評価懸念を醸成し

やすい風土に生きていると思う。このモデルが我が国

における無気力発生のメカニズムを明らかにするきっ

かけになり、無気力の克服や予防に少しでも貢献でき

ればそれに勝る喜びはない。

・他者からの受容感と有能感と学習行動の関係

デシらの内発的動機づけの考え方に従うと、子ども

の内発的な動機づけを育てるには親をはじめとする周

りの人々から受容されていることが大切である。桜井

は幼稚園児を対象に、①父親、母親、仲間からの受容

感、②学習に対する有能感、運動に対する有能感、③

知的好奇心に基づく学習活動という三要因の関係を調

べた。そして、①→②→③という因果関係を想定し、

これに基づいて分析を行った。その結果、図 7 のよう

な関係が明らかになった。

学習に対する有能感は仲間からの受容感と父親から

の受容感によって支えられ、一方、運動に対する有能

感は仲間からの受容感と母親からの受容感によって支

えられていた。私は、学習に対する有能感は母親や父

親からの受容感によって強く支えられ、一方、運動に

対する有能感は仲間と父親からの受容感によって強く

支えられると考えていた。結果は予想と違った。子ど

もの有能感に及ぼす仲間からの受容感の影響が予想以

上に大きかった。また、母親の受容感が子どもの運動

に対する有能感に影響するという点は、遊びの許可を

母親が与えることと関係があるように思う。有能感か

ら学習活動への流れは予想に沿うものであった。

・子どもと母親による子どもの受容感と有能感の評定

この研究と並行して幼稚園児とその母親を対象に、

幼稚園児の受容感（母親からの受容感と仲間からの受

容感）と有能感（学習に対する有能感と運動に対する

有能感）を評定してもらった。園児には自分が母親と

仲間からどれくらい受容されているか、学習や運動に

対してどれくらい有能であると思っているかが尋ねら

れた。一方、母親には自分の子どもが自分（母親）あ

るいは仲間からどれくらい受容されていると思ってい

るか、学習と運動に対してどれくらい有能であると思

っているかを評定してもらった。その結果、母親から

の受容感で、子どもの評定値の方が母親の評定値より

もかなり低いことが判明した。このことは、母親は自

分の子どもが思っている以上に自分が子どもを受容し

ていると思っていることを意味している。さらに、学

習に対する有能感でも同様の結果が認められた。母親

図７ 他者受容感、有能感、学習行動の関係 
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は子どもが思う以上に我が子が知的に優秀であると思

っているのである。

・親子関係の国際比較

母親が子どもの感じている受容感や有能感を子ども

自身よりも高く評価していることは、母親の子ども認

識の甘さを示しているとも言えよう。子どもの側から

言えば、母親（父親も同様だが）は「自分のことをき

ちんと理解してくれていない」ということにもなりそ

うだ。総理府青少年対策本部が 6 か国の子どもたちを

対象に、父親と母親についてどう考えているかを調査

した結果、（総理府青少年対策本部、1981）「お父さん

（お母さん）は自分を理解している」あるいは「お父

さん（お母さん）のような人になりたい」という質問

項目に対して、肯定的な回答をした日本の子どもたち

は他の 5 か国の子どもたちに比べるとかなり低い。父

親が自分を理解していると思っている日本の子どもた

ちの割合は 10 歳で 7％程度であるが、15 歳ではなん

と 50％を切っているのである。母親については父親よ

りも 10％程度高い値で推移している。親子関係の劣悪

さが指摘されているアメリカは、6 か国中でもっとも

高い値を示している。我が国子どもたちが親に不満を

持っている様子がよくわかる。その結果、父親や母親

のような人間になりたいという気持ちも他の国の子ど

もたちに比べると低くなっているのである。親子関係

が子どもの学習意欲に及ぼす影響はかなりのものであ

る。私たちは家庭での親と子の在り方をもっと真剣に

考えなければならないのである。

・教師の国際比較

6 か国の子どもたちが「先生は自分を理解している」

という質問に対して、肯定的な回答をした割合が示さ

れている。父親、母親の場合と同じように、日本が最

低である。さらに、「担任の先生が好きである」という

質問に対して、肯定的に回答した子どもたちの割合が

示されている。（総理府青少年対策本部、1981）日本

の場合、とびぬけて低いことがわかる。両親の場合と

同様、我が国の子どもたちにとって教師は、自分をあ

まり理解してくれない、好意をあまり感じない存在と

なっているようだ。教師の今後の取り組みが大変重要

であると思う。 

2.3 体育における学習の動機づけと行動についての

研究 

望ましい学習評価のあり方については、子ども達の

「動機づけ」への影響を中心に、教育心理学の分野で

盛んに研究されてきたが、それらの知見の多くは教室

で行われる授業を対象に得られたものであった。では、

グラウンドや体育館で技能習得の程度が露呈される体

育授業においてはどのような評価構造のもとで評価情

報が子ども達に伝えられているだろうか。

体育授業は達成行動の状況が周囲の目にさらされ、

他者からの情報が与えられやすい環境にあることを特

徴とする。評価構造の伝達媒介として中心となるのは

教師の言葉かけなどの教授行動であり、それによって、

評価の情報が学習者に与えられる。したがって、教師

の言葉かけ (verbal interaction) は、体育の授業にお

ける評価構造を強く規定し、子ども達の動機づけや学

習活動に直接的に作用すると考えられる。

体育科教育学の分野で、高橋ほか (1991、1996) は、

小学校の体育授業における教師行動を分析し、更に教

師行動のあり方と子どもによる形成的授業評価との関

係を一連の研究で検証している。この中で、個々の子

どもに対する教師の言葉かけ、特に、肯定的なフィー

ドバックや矯正的フィードバック、励ましを多く与え

ることが形成的授業評価を高める要因になっているこ

とを明らかにしている。しかし、ここでは教師がどの

ような評価基準、すなわち個人内評価、 相対評価、絶

対評価によって、フィードバックの情報を伝達してい

るかについては検討されていなかった。個々の子ども

の学習意欲や学習行動を促進させるためには、体育教

師はどのような評価基準の情報を子ども達に与えるこ

とが有効であろうか。

これらの研究では、動機づけや学習行動に対する個

人の進歩を強調する教師の言葉かけの有効性が示唆さ

れた。しかし、いずれの研究も 6 年生を対象としてお

り、それ以外の学年の児童に同様の教授方略が有効で

あるかを検討する必要がある。また、複数教師による

比較授業ではなく、介入教師個人が介入前後でどのよ

うな教授行動の変化を示すかを明確にすることは、教

師研修プログラムへの適用可能性を検討する観点から

も重要である。

現実の学習場面を考えると、児童・生徒の動機づけ

は教室の雰囲気や教師の行動といった環境要因の影響

を強く受けていると考えられる。したがって、前述し

たように、個人の動機づけに及ぼす社会的環境要因の

影響を検討することは、これまでの個人差変数として

取り扱われてきた動機づけ研究に新たな視点を提供し、

教師がクラス全体への動機づけを検討することを可能

にするという意味で重要であると考えられよう。

 ところで、体育授業において児童・生徒を動機づけ

るためには、クラス全体を指導するための何らかの手
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がかりが必要である。

Mitchell は、体育における学習環境を測定する尺度

として、①挑戦、②脅威（恐れ）、③競争性、④統制感

の 4 つの下位尺度からなる学習環境測定尺度

（Physical Education Learning Environment Scale; 
PELES）を作成し、挑戦と脅威（恐れ）が体育に対す

る内発的動機づけに影響することを報告している。ま

た、Koka & Hein（2003）は、体育における内発的動

機づけに及ぼす教師のフィードバックと学習環境との

影響を検討した結果、挑戦的でかつ脅威的ではない学

習環境を整える必要があることを示唆している。

学習環境と動機づけ関連要因との関連をみると、ま

ず、挑戦的学習環境の認知は体育への学習動機を高め、

学習方略の使用を促進し、基本的欲求を満たし、かつ

体育に対して肯定的な態度を形成する方向で影響して

いた。それに対して、脅威的環境の認知は、課題回避

動機を高め、学習方略の使用を抑制し、基本的欲求の

充足を阻害し、かつ体育授業を否定的に評価する方向

で影響していることが明らかとなった。したがって、

体育授業への動機づけを高めるためには、体育授業の

学習環境を挑戦的かつ脅威的ではないものにする必要

性が示唆される。

伊藤ら（2011）は、次のように述べている。挑戦的

環境の認知とは、協同的な雰囲気の中で、自分に合っ

た目標に自分のペースで取り組み、進歩や伸びが評価

される環境を意味している。また、脅威的環境とは、

自分にとってむずかしい課題に取り組まざるを得ない

状況で、自分の努力や進歩よりも、能力や結果で評価

される環境を意味している。それゆえ、体育教師には、

協力的なクラスの雰囲気の中で、生徒一人ひとりが目

標を持ち、積極的かつ自主的に取り組み、努力や進歩

が評価されるといった学習環境をデザインすることが

求められていると考えられる。

・体育授業における教授技術の具体例、効果的な学習

効果的な学習とは、授業の目標を効果的に達成する

ことである。教授技術は学習内容や学習者の特性と分

離して考えることはできない。それゆえ、体育授業の

教授技術の一般化は困難であると思われる。しかし、

高橋は「効果的な授業というのは、教師の設定する目

標に照らして判断される。したがって…どのような目

標が強調され、そして、どのようなプログラムが提示

されようとも、そのプログラムを通して、何かが達成

されなければならない。もっといえば、体育授業では

何かの目標にむけた『学習』が効果的に行われなけれ

ばならない。その意味で、効果的な学習ということは、

全ての授業に共通するテーマとなる」と述べている。

高橋のいう効果的な学習とは授業の目標がどれだけ達

成されたのかで判断されることであり、どのような目

標であっても、それを達成するために共通して必要な

ことが存在するということである。この共通する内容

について、シーデントップ（1988）は高い学習成果が

得られる効果的な学習が行われるためには、「学習内容

に配当される時間の割合が高いこと」、「生徒の課題従

事行動の割合が高いこと」「生徒の能力に見合った学習

内容を適切に対応させること（成功を目指した学習）」

「温かく、肯定的な雰囲気を作り出すこと」「肯定的な

授業の雰囲気を妨げずに、高い課題従事行動に寄与す

るような授業の構造を作り出すこと」の 5 点を挙げて

いる。

 効果的な学習に共通していることは学習内容により

多くの時間が配当されており、学習者が積極的に課題

に従事していること、授業の雰囲気が肯定的であると

いうことである。それゆえ、効果的な学習を行うため

には、学習時間を中核にしたマネジメント技術と、学

習者の積極的な参加を促す雰囲気づくりに関する相互

作用技術が必要であると考えられる。

 これらの効果的な学習を保証するために、教師はど

のような教師行動を行っているのだろうか。シーデン

トップは「マネジメント」「学習指導」「監視」の 3 つ

を挙げているが、日本の体育授業の分析を行った高橋

ら（1991）はそれに「相互作用」を加え、四大教師行

動に多くの時間を割いていることを明らかにしている。 
・相互作用技術

運動学習に多くの時間が配当されたからといって、

必ず効果的な教授が行われているわけではない。学習

が温かく、肯定的な雰囲気で行われることが必要であ

る。そのために、教師は学習者にどのように関われば

よいのかという、相互作用技術が必要になる。怒る・

叱るという否定的な教師行動は、学習者を強制的に体

育授業に参加させる力をもっている。それゆえ、多く

の教師はこの罰を多用する傾向がみられる。しかし、

自ら進んで運動に参加しようとする、運動に内発的に

動機づけられた学習者の育成のためには、このような

罰という否定的な相互作用で接することは問題が多い

と考えられる。褒める・認めるという肯定的な相互作

用も、教師からの働きかけによる動機づけであるので

外発的な動機づけになる。しかし、鹿毛は「内発的動

機づけの概念に、学習者を動機づける方法と捉えるの

か、学習者の動機づけられた状態であると捉えるのか

による混乱がある」と述べている。すなわち、教師の
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働きかけは外発的であり、学習者が内発的に動機づけ

られるのを待つしかないと考えるのか、それとも褒め

る・認めるという肯定的な教師行動によって興味を喚

起する方法をとるのかということである。学習者の心

の状態が問題であり、肯定的な教師行動によって、自

ら進んで学習に積極的に参加できることが効果的な学

習を進めるために必要なことである。また、体育授業

中の教師行動の分析結果と、学習者による授業評価の

結果を分析した高橋らは、賞賛や励ましが学習者によ

る授業評価と有意な正の相関があり、批判とは有意な

負の相関があることを明らかにしている。このことは、

褒める・励ますなどの肯定的な関わり授業成果を高め、

叱る・批判するといった否定的な関わりが授業成果を

低くすることを示している。

 以上のことはマネジメント場面だけではなく、運動

技術の学習場面でもいえることである。特に運動技術

の学習場面においては、フィードバックの方法が問題

になる。

 このフィードバックには、「いい動きだ」「よくがん

ばった」「それでいい」などの言語によるフィードバッ

クだけでなく、「ほほえむ」「うなずく」「拍手する」「ガ

ッツボーズをする」などの非言語によるフィードバッ

クもある。また、「いいサーブだ」「とてもいい」とい

うような一般的なフィードバックよりも、「腕がまっす

ぐに伸びていたからよかったよ」「タイミングがとても

よかった」などのような、具体的なフィードバックの

方がより効果的である。このような、言語的なフィー

ドバックに非言語のフィードバックが付加されたり、

何がよかったのかが理解できるような具体的なフィー

ドバックは、教師の情熱を感じさせ、学習者の動機づ

けも高まることになる。

・体育授業における教授方略の具体例

授業を設計する場合には、教材に関する方略、学習

者の特性に関する方略、授業の構成に関する方略が重

要であるといわれている。また、シーデントップは「体

育授業を計画する際に、『地域社会の特徴』『設備』『個

人的及び専門職的な立場』『現在の体育科教育の強調点』

『学校の全体的な教育プログラムの特徴』『学習者の実

態』を配慮することが必要であると述べている。これ

らのことを配慮して、授業を設計することになる。

向平は授業設計の基本作業とその手順を示している。

基本作業の中でも目標設定は重要である。運動技能に

おける目標設定に関しては、単元の終了時に泳げなか

った泳ぎができるようになるといった行動目標で表す

ことが重要である。このように行動目標が表された場

合には、学習の到達基準が設定できるので、指導の具

体策が設定しやすい。それゆえ、目標は可能な限り行

動目標の形式で設定することが望ましいが、態度や意

欲のように方向目標や向上目標といった形式でしか設

定できない目標もある。また、優れた教師は優れた授

業デザインを生成することができるし、単元の途中に

おける学習者の反応に応じて計画を変更したり、単元

終了後には自己評価を行い、問題点の改良に努めてい

る。このように教授方略は授業を行う前の段階で検討

されるものである。しかし、それは授業の過程におい

て修正可能なものであり、必要な場合は変更すること

が必要である。

3 まとめ

主体的に問題を解決する能力や、学習意欲、他者受

容感を中心とした学習の環境についての文献を羅列し

たが、これらをより簡潔にまとめ、体育授業の指導計

画や実践、評価へとつなげていくように研究を継続し

ていきたい。 

【参考文献】 

1) eduview(2013)世界の教育の潮流「新しい能力」

とは～松下佳代氏に聞く

http://eduview.jp/?p=1320(2020.3.26 閲覧)

2) 藤田正・西川潔（1999）他者からの受容感と学校

が楽しい理由について、奈良教育大学教育研究所

紀要、35: pp.95-102．
3) 深見英一郎・高橋健夫 (2003) 器械運動における

有効な教師のフィードバックの検討-学習行動に

応じたフィードバックと子どもの受けとめかた

との関係を通して-. スポーツ教育学研究 23 (2):

pp. 95-112.
4) 長谷川悦司（2004）小学校体育授業における「個

人の進歩」を強調した教師の言葉かけが児童の動

機づけに及ぼす効果、スポーツ教育学研究 24.
（1）.pp.13-27.

5) 袰岩晶、篠原真子、篠原康生（2019）PISA 調査

の解剖 能力評価・調査のモデル、東信堂：東京、

pp.335-337．
6) 伊藤亜矢子、松井仁（2001）学級風土の質問紙の

作成、教育心理学研究、49：pp.449-457.
7) 伊藤亜矢子、宇佐美慧（2017）新版中学生用学級

風土尺度（Classroom Climate Inventory ;CCI）
の作成、教育心理学研究、65：pp.91-105.

－ 196 －



8) 伊藤豊彦、横田禎明、畑田竜也（2011）体育授業

における学習環境の認知と動機づけとの関係に

ついて、島根大学教育学部紀要、45：pp.27-36.
9) 伊藤豊彦（2013）小学生の体育学習における動機

づけモデルの検討 動機づけ雰囲気の認知、学習

動機、および方略使用の関連、体育学研究

58.pp.567-583.
10) 鹿毛雅治（2013）学習意欲の理論-動機づけの教

育心理学、金子書房：東京、pp.7-8.
11) 川口千代（1999）『生きる力の育成を目指して』

－カリキュラム改革調査研究報告書Ⅱ－、甲文

堂：東京 pp.9-15．
12) 北尾倫彦（1997）学習意欲の育て方 A~Z、図書

文化社：東京 pp.14-15．
13) 国立教育政策研究所（2010）PISA の問題できる

かな？OECD 生徒の学習到達度調査、明石書店：

東京、p.15.
14) 国立教育政策研究所（2016a）生きるための知識

と技能 OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）

2015 年調査国際結果報告書、明石書店：東京、

pp.246-254．
15) 国立教育政策研究所（2016b）PISA2015 年調査

評価の枠組み OECD 生徒の学習到達度調査、明

石書店：東京、p.16.
16) 国立教育政策研究所（2012a） 評価規準の作成、

評価方法等の工夫改善のための参考資料（高等学

校 保健体育）、教育出版: p.6.
17) 国立教育政策研究所（2012）教育研究とエビデン

ス-国際的動向と日本の現状と課題、明石書店：

東京 pp．185-200．
18) 近藤百玲（2016）主体的問題解決のための思考過

程の解明の試み-自己エスノグラフィを通した探

索的検討-名古屋大学大学院教育発達化学研究科

教育科学専攻『教育論叢』59．Pp.19-34.
19) 西田保（1980）「やる気」の構造と行動特性、新

体育、50（9）：pp.18-23.
20) 西田保（2004）期待・感情モデルによる体育にお

ける学習意欲の喚起に関する研究、杏林書院：東

京.pp.2-33.
21) 西嶋尚彦、鈴木和弘、小山浩、川口千代、小松崎

敏（2000）中学校体育における主体的問題解決能

力育成プロセスの因果構造分析、体育学研究 45
pp.347-359．

22) 松田岩男、猪俣公宏、加賀秀夫、下山剛、杉原隆、

藤田厚（1981）スポーツ選手の心理的適性に関す

る研究-第 1 報、第 2 報-、昭和 55 年度日本体育

協会スポーツ科学研究報告、日本体育協会スポー

ツ科学委員会、pp.39. 
23) 三島美砂、宇野宏幸（2003）学級雰囲気に及ぼす

教師の影響、教育心理学研究、52：pp.414-425.
24) 溝上慎一（2015）どんな高校生が大学、社会で成

長するのか「学校と社会をつなぐ調査」からわか

った伸びる高校生のタイプ、学事出版：東京

pp.8-32．
25) 溝上慎一（2017）主体的な学習とは－そもそも論

から「主体的・対話的で深い学び」まで－ v2.1、
http://smizok.net/education/PDF/PDF00019(ag
entic).pdf（2020.3.26 閲覧）

26) 文部科学省（2007）文部科学白書平成 18 年度教

育再生への取組、国立印刷局 pp.95-97．
27) 文部科学省（2008）「学習指導要領等の改訂の経

過（資料）」https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/

new-cs/idea/__icsFiles/afieldfile/2011/03/30/130
4372_001.pdf（2020.3.26 閲覧）

28) 文部科学省（2009）高等学校学習指導要領、東山

書房：東京 p.69．
29) 文部科学省（2013）「教育課程の編成に関する基

礎的研究 報告書 5 社会の変化に対応する資質

や能力を育成する教育課程編成の基本原理」

https://www.nier.go.jp/kaihatsu/pdf/Houkokush
o-5.pdf（2020.3.26 閲覧）

30) 文部科学省（2015）平成 27 年度全国体力・運動

能力、運動習慣等調査報告書、東京書籍：東京

p.10．
31) 文部科学省（2016）幼稚園、小学校、中学校、高

等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改

善及び必要な方策等について（答申）（中教審第

197 号）pp.4-13．
32) 本村清人（2016）「知・徳・体」を育む学校体育・

スポーツの力、大修館書店：東京、p.62.
33) 岡田涼（2008）親密な友人関係の形成・維持過程

の動機づけモデルの構築、教育心理学研究、56:

pp.575-588.
34) 岡出美則、友添秀則、松田恵示、近藤智靖（2015）

新版体育科教育学の現在、創文企画：東京 pp1-3．
35) 桜井茂男（1987）幼児における受容感と有能感と

知的好奇心の関係、日本教育心理学会第 29 回総

会発表論文集、pp.832-833．
36) 桜井茂男（1991）子どもの動機づけに及ぼす教師

の激励の効果、心理学研究 62：pp.31-38.

－ 197 －



37) 桜井茂男（1997）学習意欲の心理学、誠信書房：

東京 pp.16-30．
38) 桜井茂男（1998）自ら学ぶ意欲を育む先生、図書

文化：東京 pp.1-219
39) 桜井茂男（2009）自ら学ぶ意欲の心理学、有斐閣：

東京 pp.1-278．
40) 櫻井茂男、大内晶子、及川千都子（2009）自ら学

ぶ意欲の測定とプロセスモデルの検討、筑波大学

心理学研究、38：pp.61-71．
41) 櫻井茂男（2017）楽しく学べる最新教育心理学、

図書文化社：東京、pp.41-74.
42) 櫻井茂男（2017）自律的な学習意欲の心理学、誠

信書房：東京、pp.1-34.
43) 櫻井茂男（2019）自ら学ぶ子ども、図書文化社：

東京、pp.50-66.
44) シーデントップ（1988）シーデントップ体育の教

授技術、大修館書店：東京、pp.71-112.
45) 下山剛（1980）学習意欲の育て方、品川不二郎（編）、

子どもの意欲を育てる心理学、あすなろ書房：東

京 pp.99-127.
46) 白旗和也（2013）学校にはなぜ体育の時間がある

のか？-これからの学校体育への一考-、文溪堂：

東京 pp.32-37．
47) 総理府青少年対策本部編（1981）国際比較―日本

の子どもと母親、大蔵印刷局

48) 杉原一昭、桜井茂男（1987）児童の内発的動機づ

けに及ぼす教師の性格特性およびリーダーシッ

プの影響、筑波大学心理学研究、9：pp.95-100.
49) 高橋健夫、 岡沢祥訓、 中井隆司、 芳本真（1991）

体育授業における教師行動に関する研究 : 教師

行動の構造と児童の授業評価との関係、体育学研

究、36（3）：pp.193-208.
50) 高橋健夫、歌川好夫、吉野聡、日野克博、深見英

一郎、清水茂幸（1996）教師の相互作用及びその

表現のしかたが子どもの形成的授業評価に及ぼ

す影響、スポーツ教育学会、16（1）：pp.13-23.
51) 高橋健夫・岡出美則・長谷川悦示（2005）体育学

研究における体育科教育学研究の成果と課題、体

育学研究、50：pp359-368．
52) 塚本伸一（1998）教師の勢力資源が中学生のモラ

ールと学級雰囲気に及ぼす影響、上越教育大学研

究紀要 17：pp.551-562.
53) 上淵寿（2004）動機づけ研究の最前線、北大路書

房：京都.pp.1-28．
54) 横尾智治、西嶋尚彦（2019a）高等学校体育にお

ける主体的問題解決能力育成プロセスの検討、発

育発達研究、82: pp.14-24.  
55) 横尾智治、西嶋尚彦（2019b）高等学校体育にお

ける主体的問題解決能力の１年間の変化、発育発

達研究、82: pp.45-55.
56) 弓削洋子（2012）教師の 2 つの指導性機能統合の

規定因としての学級の課題性 ―一年間の小学校

学級変容の事例から―、教育心理学研究、60：

pp.186-198.

－ 198 －


